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１．18 年９月中間期の業績(平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日) 

(1)経営成績               記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  売 上 高 営 業 利 益  経 常 利 益  

 

18 年９月中間期 

17 年９月中間期 

百万円 

221,486 

204,081 

％

8.5 

8.1 

百万円

8,776

5,996

％ 

46.4 

4.7 

百万円

10,217

7,135

％

43.2 

53.4 

18 年３月期 425,373  13,697   13,261   

 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

 

18 年９月中間期 

17 年９月中間期 

百万円 

8,174 

7,318 

％

11.7 

125.7 

円   銭 

15  13 

13  55 

18 年３月期 12,376  22  92 

（注）①期中平均株式数        18 年９月中間期  540,402,051 株         17 年９月中間期  539,993,739 株 

      ②会計処理の方法の変更    無                                    18 年３月期      540,078,601 株       

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  

(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 

18 年９月中間期 

17 年９月中間期 

百万円

666,822 

599,489 

百万円

260,444 

246,893 

％ 

39.1 

41.2 

円   銭

481  79 

457  15 

18 年３月期 668,810 261,160 39.0 483  39 

(注) ①期末発行済株式数 18 年９月中間期 540,543,463 株 17 年９月中間期 540,074,581 株 

   18 年３月期 540,273,175 株 

 ②期末自己株式数  18 年９月中間期 10,724,641 株 17 年９月中間期 11,193,523 株 

   18 年３月期 10,994,929 株 

 

２．19 年３月期の業績予想(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 

通  期 

百万円

445,000

百万円

16,000

百万円 

16,000 

百万円

12,500

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  23 円 12 銭 
 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金(円) 

 中間期末 期末 年間 

18 年３月期 5.50 6.50 12.00 

19 年３月期(実績) 7.00 － 

19 年３月期(予想) － 9.00 
16.00 

 
＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結８ページを参照して下さい。 
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比 較 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成 18 年９月 30 日現在)

前年中間期 
(平成 17 年９月 30 日現在)

前      期 
(平成 18 年３月 31 日現在)

 
 

比 較 増 減 

対 前 期 

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ２１３，１７７ ２０４，６３２

 

２０９，２１２ 

 

３，９６５

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

棚 卸 資 産 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

１７，６００

２９０

１１１，９０６

８，９９６

２６，６５１

３２，８００

３，５５１

１１，５１０

△１３１

４５３，６４５

１７，４６３

９３５

１０２，９０７

８，４８９

２２，９２９

３０，４６５

５，３５６

１６，１９４

△１０８

３９４，８５６

２０，０８４ 

２８６ 

１０５，６５９ 

８，９９０ 

２５，１９６ 

３５，６６５ 

３，７６２ 

９，６８０ 

△１１４ 

 

４５９，５９７ 

 △２，４８４

４

６，２４７

６

１，４５５

△２，８６５

△２１１

１，８３０

△１７

△５，９５２

 

有 形 固 定 資 産  ８４，３０２ ８１，８７７

 

８４，７４０ 

 

△４３８

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産  

２８，８０２

３３，９６０

８８

３，３１０

１５，８４３

２，２９６

３，２５７

２９，５８７

３０，２００

１１９

３，３９３

１５，７９５

２，７８２

３，１２８

２９，４８３ 

３３，２０２ 

１１０ 

３，２９２ 

１５，８６８ 

２，７８２ 

 

３，２８８ 

 △６８１

７５８

△２２

１８

△２５

△４８６

△３１

 

投 資 そ の 他 の 資 産  ３６６，０８５ ３０９，８４９

 

３７１，５６８ 

 

△５，４８３

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

前 払 年 金 費 用 

その他の投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

 

７６，３８０

２０８，９５０

２９，０８８

３５，６５０

１６，７６４

△７４９

６６，８７５

１６６，５９５

２８，２９８

３３，８２１

１５，１７５

△９１６

８５，３６７ 

２０８，６０２ 

２８，４５０ 

３３，７３１ 

１６，２４８ 

△８３２ 

 

△８，９８７

３４８

６３８

１，９１９

５１６

８３

資 産 合 計 ６６６，８２２ ５９９，４８９ ６６８，８１０  △１，９８８
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成 18 年９月 30 日現在)

前年中間期 
(平成 17 年９月 30 日現在)

前      期 
(平成 18 年３月 31 日現在)

 
 

比 較 増 減 

対 前 期 

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２４８，９３０ ２２８，８９７

 

２４６，１３９ 

 

２，７９１

支 払 手 形 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コマーシャルペーパー 

社 債 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１，７３４

１２６，１８８

８１，３０３

５，０００

１０，０００

１０，８９４

１０，１６１

２，５４５

１，１０３

１５７，４４７

１，９６９

１０５，６０１

７８，４３２

―

２０，０００

１２，５０３

９，２６４

３７８

７４７

１２３，６９７

１，９５０ 

１１８，４２３ 

８４，３６３ 

５，０００ 

１０，０００ 

１３，４０６ 

９，７５３ 

２，０１１ 

１，２２９ 

 

１６１，５１０ 

 △２１６

７，７６５

△３，０６０

―

―

△２，５１２

４０８

５３４

△１２６

△４，０６３

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金 

そ の 他 の 固 定 負 債 

 

７５，０００

４７，０００

３１，６１４

７８６

７０１

２，３４４

６０，０００

３２，５００

２６，５７７

５３６

―

４，０８３

８５，０００ 

３６，５００ 

３４，４０８ 

７００ 

８６０ 

４，０４１ 

 

 △１０，０００

１０，５００

△２，７９４

８６

△１５９

△１，６９７

負 債 合 計 ４０６，３７７ ３５２，５９５ ４０７，６５０  △１，２７３

(資 本 の 部 )  

資  本  金  ― ６７，１７６

 

６７，１７６ 

 

―

 

資 本 剰 余 金  ― ７７，９４８

 

７７，９８６ 

 

―

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 自 己 株 式 処 分 差 益 

 

利 益 剰 余 金  

 ―

―

―

―

７７，９２３

２５

２５

７７，６９８

７７，９２３ 

６２ 

６２ 

 

７９，７８６ 

 ―

―

―

―

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

中 間 未 処 分 利 益 又 は 

当 期 未 処 分 利 益 

  ―

―

―

１０，２９２

５７，５１０

９，８９４

１０，２９２ 

５７，５１０ 

 

１１，９８３ 

 ―

―

―

 

その他有価証券評価差額金 ― ２８，１２７

 

４０，２１８ 

 

―

 

自 己 株 式 ― △４，０５７

 

△４，００６ 

 

―

   

資 本 合 計 ― ２４６，８９３ ２６１，１６０  ―

負 債 及 び 資 本 合 計 ― ５９９，４８９ ６６８，８１０  ―
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(単位 百万円) 

科   目

 
当 中 間 期 

(平成 18 年９月 30 日現在)

前年中間期 
(平成 17 年９月 30 日現在)

前      期 
(平成 18 年３月 31 日現在)

 
 

比 較 増 減 

対 前 期 

(純 資 産 の 部 )    

株 主 資 本 ２２５，７２９ ― ―  ―

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

    事業研究費積立金 

    固定資産圧縮積立金 

    固定資産圧縮特別勘定積立金 

    別 途 積 立 金 

    繰 越 利 益 剰 余 金 

 

自 己 株 式 

６７，１７６

７８，０３８

７７，９２３

１１４

８４，４４８

１０，２９２

７４，１５６

１，６２７

３，１７０

９４

５７，２６６

１１，９９７

△３，９３４

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

 

評 価・換 算 差 額 等 ３４，６９９ ―

 

― 

 

―

その他有価証券評価差額金 ３４，６９９ ― ―  ―

 

新 株 予 約 権 １６ ―

 

― 

  

―

   

純 資 産 合 計 ２６０，４４４ ― ―  ―

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ６６６，８２２ ― ―  ―
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比 較 損 益 計 算 書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当 中 間 期 

自 平成 18 年４月 １日

至 平成 18 年９月 30 日

前年中間期 

自 平成 17 年４月 １日

至 平成 17 年９月 30 日

前     期 

自 平成 17 年４月 １日 

至 平成 18 年３月 31 日  

比 較 増 減 

対前年中間期 

 
金 額 

対売上高

比 率
金 額 

対売上高

比 率
金 額 

対売上高 

比 率 

 
金 額 増減率

 

 

売 上 高 

売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

 

 

２２１，４８６ 

１９１，４８５ 

２１，２２４ 

８，７７６ 

％

100.0

86.4

9.6

4.0

２０４，０８１

１７７，０８７

２０，９９８

５，９９６

％

100.0

86.8

10.3

2.9

 

 

４２５，３７３ 

３６８，２９６ 

４３，３８０ 

１３，６９７ 

％

 

100.0 

86.6 

10.2 

3.2 

 

１７，４０５

１４，３９８

２２６

２，７８０

％

8.5

8.1

1.1

46.4

 

営 業 外 収 益 ４，７９５ 2.1 ３，６８５ 1.8

 

６，１５４ 

 

1.4 

 

１，１１０ 30.1

受取利息及び配当金 

雑 益 

営 業 外 費 用 

４，４４９ 

３４６ 

３，３５４ 

2.0

0.1

1.5

３，２７５

４１０

２，５４６

1.6

0.2

1.2

５，０３８ 

１，１１６ 

６，５９０ 

1.2 

0.2 

1.5 

 １，１７４

△６４

８０８

35.9

△15.6

31.7

支 払 利 息 

雑 損 

経 常 利 益 

１，４０９ 

１，９４４ 

１０，２１７ 

0.6

0.9

4.6

１，３５６

１，１８９

７，１３５

0.6

0.6

3.5

２，７２０ 

３，８７０ 

１３，２６１ 

0.6 

0.9 

3.1 

 ５３

７５５

３，０８２

3.9

63.4

43.2

 

特 別 利 益 ２２９ 0.1 ３，９６０ 1.9 ７，５４９ 1.8 

 

△３，７３１ △94.2

 

 

固 定 資 産 売 却 益 

投資有価証券売却益 

 

特 別 損 失 

２２９ 

－ 

 

－ 

0.1

－

 

－

１，４３４

２，５２６

 

３２４

0.7

1.2

 

0.1

１，６７４ 

５，８７５ 

 

１，６６６ 

0.4 

1.4 

 

0.4 

 

△１，２０５

△２，５２６

 

△３２４

△84.0

－

 

－

関係会社株式売却損 

環境安全対策引当金繰入額 

関係会社株式評価損 

 

－ 

－ 

－ 

－

－

－

３２４

－

－

0.1

－

－

３２４ 

８６０ 

４８１ 

0.1 

0.2 

0.1 

 △３２４

－

－

－

－

－

税引前中間(当期)純利益 １０，４４６ 4.7 １０，７７２ 5.3 １９，１４４ 4.5  △３２６ △3.0

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

１，１００ 

１，１７２ 

0.5

0.5

△６２２

４，０７５

△0.3

2.0

１，４９２ 

５，２７４ 

0.4 

1.2 

 １，７２２

△２，９０３

－

△71.2

 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ８，１７４ 3.7 ７，３１８ 3.6
 

１２，３７６ 
 

2.9  ８５６ 11.7

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

 

－ 

－ 

 

２，５７６

－

２，５７６ 

２，９７０ 

 

 

 

 

中間 (当期)未処分利益 －  ９，８９４  １１，９８３    

 



 
 

中間株主資本等変動計算書 

当中間期 （自 平成 18 年４月１日    至 平成 18 年９月 30 日） 

(単位 百万円) 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

その他 

資  本 

剰余金 

資  本

剰余金

合  計

利  益

準備金
事  業 

研究費 

積立金 

固定資産

圧  縮 

積立金 

固 定 資 産 

圧縮特別勘定 

積 立 金 

別  途 

積立金 

繰  越 

利  益 

剰余金 

利  益

剰余金

合  計

平成 18 年３月 31 日残高 67,176 77,923 62 77,986 10,292 1,627 2,617 － 53,266 11,983 79,786

当中間期中の変動額      

 剰余金の配当      △3,511 △3,511

 
利益処分による 

積立金の積立額    667 94 4,000 △4,761 －

 
利益処分による 

積立金の取崩額    △81   81 －

 
当中間期に係る 

積立金の取崩額    △31   31 －

 中間純利益      8,174 8,174

 自己株式の取得      

 自己株式の処分   52 52   

 
株主資本以外の項目の 

当中間期中の変動額(純額)      

当中間期中の変動額合計 － － 52 52 － － 553 94 4,000 14 4,662

平成 18 年９月 30 日残高 67,176 77,923 114 78,038 10,292 1,627 3,170 94 57,266 11,997 84,448

 

 
株主資本 

評価・換算 

差額等 

 

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他有価証券

評価差額金 

新株予約権 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 △4,006 220,942 40,218 － 261,160 

当中間期中の変動額    

 剰余金の配当  △3,511 △3,511 

 
利益処分による 

積立金の積立額  － － 

 
利益処分による 

積立金の取崩額  － － 

 
当中間期に係る 

積立金の取崩額  － － 

 中間純利益  8,174 8,174 

 自己株式の取得 △43 △43 △43 

 自己株式の処分 115 167 167 

 
株主資本以外の項目の 

当中間期中の変動額(純額)  － △5,519 16 △5,502 

当中間期中の変動額合計 72 4,786 △5,519 16 △715 

平成 18 年９月 30 日残高 △3,934 225,729 34,699 16 260,444 

 
－単独 6－



 
－単独 7－

 
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 

その他有価証券 

 時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品及び材料は総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移

動平均法に基づく原価法であります。 

 

３．固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 

 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用してお

ります。 

 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 中間期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま

た貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

 

(2)退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上し

ております。 

 

(3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

  

 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特

例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段    ヘッジ対象 

  為替予約     外貨建債権 

  金利スワップ   借入金 

(3)ヘッジ方針 

 当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権

の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利

スワップ取引を行うものとしております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し，有

効性の評価としております。 
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８．その他中間財務諸表(財務諸表)作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式であります。 

 

(2)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は、260,428 百万円であります。 

 

２．ストック・オプション等に関する会計基準 

当中間期より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成 17 年 12 月

27 日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 11 号 平

成 18 年５月 31 日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 16 百万円減少しております。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表の注記） 

                                            （当 中 間 期）     （前年中間期）     （前 期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額       203,892 百万円     198,629 百万円     202,275 百万円 

 

２．保   証   債   務   等               41,265 百万円      41,063 百万円     41,242 百万円 
  （保証類似行為を含めて表示しております。） 

 

 

有価証券関係 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                     (単位：百万円) 

当中間期 

(平成 18 年９月 30 日現在) 

前年中間期 

(平成 17 年９月 30 日現在) 

前 期 

(平成 18 年３月 31 日現在) 
種 類 

中間 
貸借対照
表計上額

時 価 差 額
中間 

貸借対照
表計上額

時 価 差 額
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額

子会社株式 － － － － － － － － －

関連会社株式 － － － 2,692 10,980 8,287 － － －

合  計 － － － 2,692 10,980 8,287 － － －

 


